
公　募　公　告 
 
 公告期間
 自 令和８年３月３日

至 令和８年３月16日
 
　下記のとおり公告に付します。 
 
  令和８年３月３日 
 　　　　　　　　　　　　　　　　　 支出負担行為担当官 
                                    九州管区警察局総務監察・広域調整部会計課長 

　山口　義章 
 

記 
 
１  公募に付する事項 
　　本業務は、鹿児島県警察本部と沖縄県警察本部間で帯域保証型イーサネットサービスの提供

を行うものであり、下記「２　公募に参加する者に必要な資格等に関する事項」の要件を満た
し、本業務の実施を希望する者がいるか否かを確認する目的で、参加意思確認書の提出を招請す
るものである。 

　　なお、公募の結果、応募要件を満たすと認められる申込者が一者以上あった場合は、競争入
札を行うものとし、公募に参加する者がいない場合には、随意契約による契約手続きを行うこ
とを予定している。 

 
２  公募に参加する者に必要な資格等に関する事項 
　⑴　予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。 
　　　なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得てい

る者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 
　⑵　予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 
　⑶　令和７・８・９年度内閣府競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」のＡ、Ｂ、

Ｃ又はＤの等級に格付けされている者であること。 
　⑷　電気通信事業法第２条第５号に規定する電気通信事業であること。 
　⑸　警察庁から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 
　⑹　警察当局から、暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する事業者又はこれに準ずる者

として、国発注業務等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 
　⑺　アクセス区間において、県間ネットワーク用通信回線サービス事業者が使用している回線

ルートと異なるルートで、本サービスの提供ができることを証明する書類を提出すること
ができる者であること。  

 
３  公募手続等の問い合わせ先及び参加意思確認書の提出期限等 
　⑴　担当部局 
　　　福岡市博多区東公園７番７号 
　　　九州管区警察局総務監察・広域調整部会計課調達係 
　　　電話番号　092-622-5000 
　⑵　参加意思確認書の提出期限、場所及び方法 
　　　令和８年３月17日（火）　12時00分 
      上記(1)に同じ。郵送の場合は書留郵便等により、提出期限までに必着のこと。 
　⑶　公募参加者は、九州管区警察局情報通信部担当者が求める説明及び文書の提出に速やかに

対応すること。 
 
４  参加意思確認書等の無効 
　　本公告に示した公募に参加する者に必要な資格のない者の参加意思確認書等は無効とする。 
 
５  その他 
　⑴　手続において使用する言語 
      日本語に限る。 
　⑵　関連情報を入手するための照会窓口 
　　　上記３(1)に同じ 
　⑶　資格等に関する書類は返還しない。



 
参　加　意　思　確　認　書 

 
 
 
 
                                         　　　　　　    令和　　年　　月　　日 
 
 
 
支出負担行為担当官 
九州管区警察局総務監察・広域調整部会計課長　殿 
 
 
 
 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地 
                                              　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会 社 名 
                                                　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名 
                                              　        　 
                                          担当者名 
                                                   　 
                                          連 絡 先 
 
                                                      
　令和　年　月　日付け公募公告に基づく下記の件名について、同公告の記載内容を承
諾の上、参加意思確認について下記の書類を添えて申請します。 
 
 

記 
 
 
１　件　　名　　　帯域保証型イーサネットサービス４ 
 
 
２  提出資料　　　内閣府競争参加資格審査結果通知書(写) 
 

　　　　　　　　　　電気通信事業法第二条第五号に規定する電気通信事業者であることを証明する書類(写) 
 

                  アクセス回線ルートと異なるルートによる提供であることを証明する書類 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


